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論説

問題の提起

論題は、同時代史をイギリス憲法についてまとめてみたいという無謀な

企てを素直に記したものである。本稿は、実は、その習作的序論に過ぎな

くなるかもしれない。

プレアの『第三の道jをはじめとする1997年当時の労働党(その系列の

人々を含めて)の文書にはモダナイゼィション (Modernization)という

語が頻出していた。モダナイゼイションとは何か。それは、「近代化Jと

訳すべき概念なのか。 20世紀末の先進国イギリスの政策で、いまさら「近

代化」でもあるまい。それでは、「現代化Jと訳せばいいのか。もちろん、

政党の政策である、古いものを「今(とこれから)Jに合わせるようにす

るのだから、「現代化Jである。その限りで、答えはそう決まっている。

だが、果たして、そう決まったものだろうか。これが、一つ目の問題意識

である。

この一つ自の問題には、実は、憲法と憲法史の捉え方(方法)がかか

わっている。これが二つ目の、方法にかかわる問題意識である。これにつ

いても、イギリス憲法の戦後史について、専門研究者の答えがそのまま通

用するのか、検討してみたいと思う。そこで、「一 憲法史の方法につい

てJでは、アト・ランダムではあるが、幾人かの専門家のこの問題につい

ての見解を紹介しておくことにする。(1)

第三に、標題を理解するためには、現在のイギリスの憲法(国家構造、

constitution)問題を簡単にでも示しておいた方が親切かもしれない。そこ

で、 2010年総選挙の労働、保守両党のマニュフェスト、その後、戦後初め

て成立した保守・自民連立政権の政策合意を当該問題に限って紹介してお

くことにする (f二 2010年保守・自民連立政権の憲法改革政策J)。これ

は今を知らなければ、昔がわからないというだけではない。「今の中に昔

があるJから紹介しておきたいのである。
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その上で、論題の主題にかかわって、 20世紀のイギリス憲法の展開を三

つの時期に区分して、それぞれについてその特性を抽出しつつ、イギリス

憲法の総体的特性を明らかにする試みをしてみたい (i三 イギリス憲法

の20世紀J)。それは、冒頭に提起したシンプルな疑問、イギリス憲法又は

政治における「モダナイゼーションとは何かJという問への幾ばくかの示

唆を含むものになるだろうし、諸学究の懲法史の方法のそれぞれの有効性

を確認する作業ともなるであろう。

最後に、論題の「戦後Jに鈎括弧を付したのは、イギリス憲法史におけ

る「戦後J自体(時期区分を含めて)、検討を要する事柄だからである。

つまり、とりあえずの「戦後Jである。

一 憲法史の方法について
一憲法史における政治、連続、抵抗、自由と民主主義、そして漸進一

(1)愈法史における「政治」的リアリズムの意義

長谷川正安(敬称、を略する。以下、同じ。)は、 f昭和憲法史jはしがき

において、さいしょ、新旧両憲法のバランス・シートをかくつもりであ

り、戦前と戦後、旧態法と新愈法、すべてをあざやかなコントラストのう

ちにきわだたせるつもりであったが、昭和時代の全期間をつらぬく連続し

たものを無視しではならないという気持ちがだんだんつよくなってきたと

述べる。その理由は、パリにきて、アルジエリアの反乱とドゴール政権に

よる非常大権の発動ぶりをみて、「憲法における憲法典というものの無力

さを痛感させられたからである。また、日本で、新憲法の立場から憲法違

反としてゆるすべからざる事実(メーデーのデモの禁止、新聞の検閲・削

除、軍事特別法廷等々)が、この憲法の祖国にごろごろしているのをみせ

つけられ、あまりに日本の戦後を美化しすぎてみる見方に疑問を感じさせ

られたからでもある。Jと述べている。 ω
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ここには、早くも1960年前後の時点で、長谷川が、憲法史における連続

と断絶の問題性を憲法政治の実態から感じていることが看取される。とこ

ろで、政治闘争の過程とその帰結を通して、政治の法としての憲法が、こ

の連続と断絶の統一体としてダイナミックに運動している規範であること

を最も良く示しているのが、イギリスの憲法とその歴史に他ならない。長

谷川の「はしがきJは、決して「変」ではない。まさに正鵠を射ていたの

である。実際、長谷川は樋口陽ーとの対談で、「成文憲法がないから憲法

とは何かということを考える場合には、政治の実態に即して考える以外に

考えようがないJと述べているがω、これはまさしくイギリス憲法につ

いて含蓄の深い言楽である。これを別言すれば、成文憲法がないというこ

とは、政治の実態・営為が憲法の中身を決め、これを継続させ、あるい

は、これを改革する決定的な鍵を握っていることを意味する。このことを

踏まえないと、イギリスの憲法は理解できないし、憲法史も描き出すこと

ができなくなる、そういう含意があるように思える。

(2)憲法史における「連続Jの意義

大石真は、憲法史研究における愈法を実質的意味の憲法ととらえる。そ

うとらえることによって、憲法史研究は、憲法典を始めとする基本法典の

定めによって決定された、国政上の組織・運営に関する基本的な原理や規

範の全体のあり方を指す「懲法体制Jの研究と位置づけられる。それは、

領域として、①憲法体制成立史、②憲法体制運用史、③憲法思想史(憲

法学説史)に三分されることになる。この憲法史を扱う視点として、大石

は、「いわゆるイデオロギー的歴史観の陥穿に陥ること」なく、「歴史の内

在的理解の必要性Jを説く見方に共感を寄せている。その上で、大石は、

「現在は過去を克服するとともにそれを継承するが、わが国の戦後は自ら

の戦前に冷淡で、明治憲法も現行銀法の側から断罪されるべき存在として

登場させられることが多い。そこに、私は、過去をよく織り、過去に学ん

だ上での実在的な態度決定をみるよりも、どうにかして過去を切り捨て、
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葬り去りたいという気持ちを強く感じる。だが、言うまでもなく、過去を

離れた現在はなく、経験の働きによって過去は現在に生きる。」と説く ω。

大石は、日本憲法史における連続性を強く意識する学究である。なるほ

ど、経験の働きによって過去は現在に生きる。そうだとすれば、いかなる

経験が現在に生きる経験なのかが、次には問われなければならないであろ

う。そこでは、歴史に連続的に内在する経験が導き出されるのであろう。

この大石の方法論ないし視点は、成文憲法典を中心とする憲法体制の国よ

りも、不文憲法の国の憲法とその歴史を研究する際に、より直裁的に適合

するかもしれない。しかし、憲法史が事実の記録の羅列ではない限り、そ

こには実在的過去の評価、評価者の立場を離れることはできない。そのこ

とを私はイギリス現代憲法史の一つの試みを素材にして論じてみようと

思っているのである。

(3)憲法史における「抵抗Jの意義

平野武は、『明治憲法制定とその周辺jにおいて、自らの方法を以下の

ように明らかにしている。「本書では、大日本帝国憲法(明治憲法)制定

に関して、基本的には権力の側と人民ないし民衆の側との二つの側面から

アプローチする。jもちろん、「このような権力対人民・民衆という図式に

ついては、硬直した観念的な視角との批判Jがあることを自覚した上で、

二つの路線の対立と権力側の勝利にいたる道筋をたどることを目的にして

いるのではなく。「いずれかの側から一面的に考えるのではなく、それぞ

れの側が持っていた問題点を検討し、相互の影響についても検討」するた

めにも、このアプローチは有効であると論じる。続いて平野は、久野収、

家永三郎、鈴木安蔵、大石真らの業績を丹念に総括しつつ、その上で自ら

の憲法史に対する方法を以下のように述べている。

明治憲法制定史研究は排除された側の歴史、実現した愈法規範に対抗し

た理念や憲法構想も検討しなければ、一面的なものに終わる。もちろん、

このような憲法構想の研究が、上部構造は下部構造の反映に過ぎないと
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いった機械的な見方の克服の上に成り立つことは言うまでもない。「政治

的法である憲法が対立する政治的諸力の決着であり、総括であることは否

定できないが、同時にそれはその時点での将来への国家の構想であること

も事実であろう。Jr憲法制定史の研究についてはいわば将来を構想すると
いう観点からのアプローチも重視されるべきではなかろうか」 ω。

見てのとおり、平野は、機械論的歴史観と決別した上で、憲法を政治的

法であると断言して、権力者と抵抗者とのダイナミックな相克のなかに憲

法史をとらえつつ、それは未来への展望を必然的に内包すると結んでい

る。このダイナミツクな憲法観は、イギリス憲法の現代史を考察しようと

する場合にも、重要な導きの糸となる方法である。過去の抵抗者(ときに

敗北者のこともあるかもしれない)の思想と行動の中に将来の構想が潜ん

でいる。これを汲みあげつつ、語るべき愈法史がある。現代イギリス憲法

史の素材にも、この発想が生かされるべき時点は少なくないように思われ

るのである。

(4)イギリス憲法史における「自由と民主J又は「法と政治」

倉持孝司は、近年の日本におけるイギリス憲法研究の特徴的動向を総括

して、その第四の論点について、 rr権利j保障に関して裁判所を通しての
法的保障が重視され、権力統御のための制度のあり方ゃいわば一群の非法

的保障システムの展開にはあまり関心は払われてこなかったJと述べて、

イギリスにおける「権利」保障と民主主義との「不可離の関係」を理解す

ることの重要性を説いている。倉持は、また、「成文憲法典や人権宣言を

欠くイギリスにおいては、『市民的自由jの保護の問題は、直接的に総体

としての統治機構のあり方をめぐる論議の一環として論じられる。そうだ

とすると、「市民的自由の危機Jが論じられた少なくとも1980年代には統

治機構のあり方自体が問われていたということになる。そして実際には、

「統治機構の流動化Jをめぐる議論は、サッチャー保守党政府成立以前の

1970年代にすでにはじまっていたJと、極めて簡明に現代イギリス愈法史
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の流れを摘示している。 ωさらに倉持は、内回力蔵の業績を高く評価し

たうえで、ブラックストンが「絶対的権利jとして「個人の安全J、「個人

的自由J、「私的財産権Jの3個のみを挙げ、「いわば、イギリス統治構造の

全体が、かれのいわゆる f絶対権jの保障の手段をなしていると考えら

れている」との指摘を、プラックストンの原典で裏付けて立証してみせ

る。 (7)。

倉持は、 1990年代が「司法積極主義Jの時代であるとの指摘を了解しつ

つも、その内容に対しては、「市民的自由Jの保護に対して一貫したアプ

ローチを展開してはいないのであって、「国家の安全J、「市民的、政治的

権利が公益と衝突する場合Jの「指針Jたりえていないと批判的に総括し

ている。

以上に見られる倉持の優れた憲法的センスに基づく仕事は、イギリス憲

法が、プラックストンが説くごとく、 18-19世紀には、端的に「個人の安

全と私的財産権の保護の防壁J以外の何物でもなかったという、その本質

を明らかにしつつ、 90年代に至っても、市民的、政治的権利(表現の自

由、集会の自由などを倉持は意識している)の保護者としての役割を果た

しきれていない状況を批判的に指摘している。さらに、 90年代が、東西冷

戦が終駕して、政治的危機対応の一義性が後景に退くことを得始めた時代

であって、そうだからこそ、ょうやく司法的に紛争を解決しうる余地(司

法の領域拡大が可能になった西ヨーロッパ!)が出始めたことを示唆しつ

つも、イギリスのコモン・ロー裁判所に期待しうること、その程度につい

て留保をしている点も、評価すべきであろう。 ωその上で、自由の問題

が統治機構の問題の中で論じられてきたことをイギリス憲法の特質と述べ

ているが、これは不文憲法であるイギリスの憲法とその歴史を検討する際

の要となる指摘である。
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(5)イギリス憲法史における「柔軟性・漸進性J

ここでは、プラッドレィとアリソンのイギリス憲法観又は憲法史のとら

え方を紹介しておこう。

ブラッドレイは、イギリスの統治制度は柔軟であり、この柔軟性の故

に、連合王国は、少なくとも1688年以来、革命の激動を免れてきたo とは

いえ、 17世紀この方、数多の統治制度の変更があったのは事実であるし、

その多くは政治闘争を経て戦いとられたものであった。その結果は、王に

よる親政から国会の支持を得た首相の登場への完墜な変化となって現れて

いるo しかし他方では、たくさんの古き制度も遥か普から今も生き残っ

ており、それらの多くはまさに歴史的持続性の故に敬意を払われ、あるい

は、我慢されて存続している。既にパジヨットが、愈法を尊厳的部分と機

能的部分とに区分して、前者を複雑で堂々としているが実は古めかしくて

壊れやすいと評し、後者を断然シンプルでモダンであると評しているよう

に、見た目の憲法的継続性にのみ目を奪われるのは誤りであって、イギリ

スの愈法と政治には、これまでも、現在も、これからも、重大な数多の変

化が生じるのである。

このようなイギリス憲法の漸進的本質は至るところに見られる。例え

ば、君主が統治権を失って久しいが、なお残るその役割についても、今

後、変化があるかもしれない。内閣政治と首相(大統領型)政治との綱引

きの問題も一例であろう。 1997年以降の労働党政権による憲法改革は、選

挙制度、国会の構成、連合王国の構造、人権の保護といった事項につい

て、変更する必要性があることを説いている。そして、 2010年憲法改革及

び統治法 (Consti加tionalReform and Governance Act 2010)が残された憲

法改革諸課題に立ち向かおうとしている。

さらにブラッドレィは、政権交代とその後の政府の対応すべき課題が、

2009年に頂点に達したウエストミンスターの政治家たちの政治資金の費沢

な私用一国庫助成による政治資金の使途の合目的性と透明性の確保、その
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前提としての政治家の倫理の欠知(確立の必要性)ーの問題に焦点が絞ら

れることを予知してくれている。 (9)

見てのとおり、ブラッドレイは、連続/漸進/変化だけでなく、漸進性

の内実を王制、内閣政治の例を挙げて実証している。その際、重要なの

は、王制は役割を変えつつ、今も残って機能しているという認識である。

少なからぬ現代国家は、近代を経る中で、王制を廃止してしまっており、

それらの諸国では現代の憲法を論ずるとき、国王を論じる余地はない。イ

ギリスでは、論じる余地がある。王制のモダナイゼィションとは、イギリ

スでは、いかなる位置づけがされるべきなのであろうか。

次に、ブラッドレイがイギリス憲法の歴史性について、極めて対照的

な2つの研究として挙げた研究者の一方であるアリソンの方法を見てみよ

う。 (10) ここでは、歴史的方法、特にイギリス憲法の継続性と変化、その

重層性の理解の重要性について、近年のイギリス憲法学の動向を見ること

が目的なので、アリソンの仕事を一瞥するにとどめる。したがって、アリ

ソンの見解を批判的に検討することが課題ではない。アリソンは、ここ数

十年の憲法改革がイギリス憲法そのものの正当性への懐疑さえもたらして

いる現状を認め、この諸改革を紹介しつつ、その現代に至るまでの発展を

たどって、イギリス憲法を「継続性と変化jに立脚した歴史的憲法ととら

える。このようにイギリス憲法をとらえるアリソンは、しかし、その方向

性をダイシー理論の再定位とコモン・ローの歴史的・漸進的力能に求め

ようとする。後者について、「コモン・ローの経済的適応性 (economical

adaptation。この語は、「経済的Jというより効率的で無駄がないというよ

うな感覚であろうか)は、変化を極小化することで論争を限定し、継続性

という外観を極大化し、そして、抽象的な法的及び政治的原理論争を回避

する。Jと、高く評価している。(11)

見てのとおり、ここで重要なのは、「イギリス憲法を十全に理解するた

めには、歴史意識を欠くことはできない」 ω ということであり、それは、

(植法・12)44・4.273 (1281) 
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即ち、近世(もしかすると古代、中世)、近代、現代、そして現在が、制

度と機能の両面で、そのまま、あるいは、機能的に変化しながら、積み重

なり、流動しているという、そのダイナミックな営みを理解する必要があ

るということであろう。もちろん、その展開方向を、アリソンのように展

望するかどうかは、論ずる者の立場によって異なるであろうが、歴史的方

法の、継続と変化(断絶)の重層性についての認識の重要性を理解するこ

とがここでは重要であろう。

二 2010年保守・自民連立政権の憲法改革政策(13)

(1)労働党の2010年総選挙マニュフェスト(14)

既に2010年総選挙を経て、 2年近くが経過しており、宙づり議会(ハン

グ・パーラメント)下での保守・自民連立政権の意義、その活動につい

て、批判的な研究が現れつつある。そのことを承知した上で、ここでは、

労働、保守両党の選挙マニフェスト、連立政権合意書のうちの憲法改革に

かかわる政策提言を簡単に紹介して、プレア/ブラウン政権以降の「憲法

改革J政策の理念と方向を一瞥しておくことにする。その一瞥をつうじ

て、 13年にわたる労働党政権の「憲法改革J、遡って、サッチャー/メー

ジャー政権の「憲法改革Jが、いかに継承され、変化していこうとしてい

るのかを示唆しておきたい。なぜなら、これもまた、既に述べたように、

イギリス織法の現代史をたどる際のひとつの前提的認識となるからであ

る。

そこで、労働党のマニフェストから見ていくことにしよう。ゴードン・

ブラウンの「あいさつjの序は、アフガニスタン派遣軍への謝辞、新たな

グローパル経済の時代の最初の大危機のなかにあること、そして三番目に

政治家に対する国民の信頼の回復を挙げている。だが、ブラウンの「あい

さつJは、 2010年時点の最大課題として、経済問題が基調を占めている。

(飽法 '12)44・4.274 (1282) 
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即ち、ブラウン「あいさつJにはもはや「憲法改革Jはない。

マニュフェスト本体の「序章Jでは、その最後に憲法改革提案が総括的

に述べられている。「労働党は、政治と政治が仕えるべき国民とを再結合

すべくわが国の民主主義の根本的改革を提案する。世界経済危機がわが国

の経済に衝撃を与えたのとまさに同じく、議員経費に関する危機(スキャ

ンダル)はわが国の政治システムに混乱(信頼は地に堕ちた)をもたらし

た。この政治危機は、幾人かの議員の振る舞いが全く受け入れられないこ

とを示しただけでなく、政治システムが閉ざされていて国民との接点を

失っていることを明らかにした。」さらに、本論では、具体的に、議員の

給与・手当・年金等の適正化のために、「独立国会経費基準局(Independent

parliamentary Standards Authority) Jの設置、ロビー活動等を規制する

ために、「ローピィスト登録局 (StatutoryRegisterofIρbbiests) Jの設置、

「議員の職務との衝突をきたす議員による有給の兼職の禁止j等を提案し

ている。さらに、レファレンダムを条件として、「庶民院の投票制度の選

択投票制への変更」、「貴族院に代わる比例代表制 (open-listproportional 

representation)による民選第二院の創設Jが提案されている。レファレ

ンダムを要さない提案として、「岡定任期制国会」、「成文憲法典制定への

手続・日程を検討する全政党委員会の設置」、 fl6歳選挙権」、「国会の特別

委員会の強化」、「国会への多様な民意の反映の確保を保障するため、労働

党内でのマイノリティ重視の候補者選定」等を提案する。

以上のマニフェストを一読してわかるのは、選挙時点では議員の経費濫

用が大スキャンダルの最中であったこともあり、議員の経済的利害の滑化

が筆頭になっていることであるo その他、「庶民院の選択投票制Jや「第

二院の比例代表制jの提言は、代表の正統性の優劣・分裂をもたらしかね

ないし、庶民院の優越を定める国会諸法(P.叫amentActs)もそのままで

はすまなくなるであろう。民意の正確な反映とのかかわりで、その役割を

政党が社会の多様性を反映する最初の器として位置づけられている点も興

(飽法 '12)44・4.275 (1銘3)
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味深い。「選挙制度改革j、「聞定任期制国会」、「成文憲法典制定のための

日程検討委員会Jなどは、自由民主主義党支持票への対策とも考えられ

る。これらはいずれも、それぞれに個別に検討されるべき価値のある課題

であろうが、ここでは、ブラウン政権が、基本的に、プレア時代同様の憲

法改革を継承しつつも、そのテンポは緩やかになっていること、さらに、

国会の行政権統制権の強化については、これを謡うだけで、他の方策と比

べて、突然、具体性が乏しくなること、保守党マニフェストと連立政権合

意書の提案の具体性と対照的であることを指摘しておこう。

(2)保守党の2010年総選挙マニュフェスト(15)

保守党キャメロンの「あいさつJ及び本論「序言Jは、保守党の政策の

3本の柱を挙げる。経済の回復と成長のための計画(経済政策)、強い社会

(社会政策)、根本的政治改革(憲法改革)である。この3本柱は、経済、

社会、政治、環境、国際関係・安全保障の5章に区分されている。

ここでは第三章「政治を変える (ChangePo1itics) Jを中心に、その政

策を紹介してみよう。

2010年当時の政治家の腐敗スキャンダルが炎り出した課題が、労働党同

様、保守党にとっても、有権者に解決策を示すべき優先課題として挙げら

れている。キイワードは、カット (cut)である。国会の議員定数のカッ

ト、ホワイトホール(中央行政)の領域のカット、政治のコストのカッ

ト。さらに、保守党は、決定を国民の身近なところに近づけることを一貫

したポリシー(経済、社会政策についても)としているが、さりげなく、

「プルッセルからプリテンに」近づけると公約している。

「ウエストミンスターの浄化 (Cleanup Wes1minster) Jの節では、重大

な非行により有罪判決を受けた議員を当該議院を選出した選挙区の有権

者がリコールできるとする法案の提出が提案されている。また、「市民に

もっと権力を (Givecitizens mo陀 power)Jの節では、 10万人以上の署名

のある請願については、国会で公式に審議されるようにすべきで、そのた

(臨法 '12)44・4.276 (1284) 



「臓後Jイギリス憲法史覚書

めの法案(PublicReading Stage for Bills)の提出が約束されている。選挙

制度については、小選挙区制の維持が主張される。貴族院については、主

として被選挙議員からなる第二院の実現に向けての合意を獲得するよう

努力するとされる。 (Wewill work to bui1d a consensus for a mainly.モlected

second chamber)。

政治腐敗との関連で、透明性の確保の政策には多くのスペースが割かれ

ているが、その中で、「クワンゴゥ・スティトの抑制~ (Cur個目白equ叩 go

S旬.te)Jの節は、労働党の下で700以上のクワンゴゥ(いわゆる特殊法人に

近似。以下、クワンゴゥと記す)が460億ポンドの予算を消費しているこ

と、その運営は官僚に委ねられているが、そもそも政府の政策については

大臣が責任を負うべきであり、国民に選ばれていない官僚が負うべくもな

い。保守党は、技術的機能を有するクワンゴゥや政治的公平性を要するク

ワンゴゥを除いて、すべてのクワンゴゥを廃止する。国会の特別委員会に

クワンゴゥの経営者を始めとして重要な公的任命人事について承認のため

の聴聞をする権限を付与する。同じく特別委員会に、クワンゴゥの予算の

審査権を付与する、特にBBCについては会計検査院がその会計を全面的に

審査することができるようにする。

市民的自由の回復 (Restoreour civilliberties)については、労働党の指

導する国家を「データベース・スティトJと決め付けた上で、史上類のな

い歴史的自由への攻撃、特に個人のプライパシーへの攻撃がなされている

と批判する。そして具体的には、 Bカード、国家アイデンティテイ登録

局 (Nationa1Identity Register)、コンタクト・ポイント・データベースの

破棄、 DNAデータベースの利用の適正化(犯罪に関連した者に限定する

など)を提案する。その上で、人権法をUK権利章典に置き換えることを

提案している。

見てのとおり、労働党が政治改革を圏内政策の末尾に置いたのに対し

て、保守党は、環境政策が末尾に置かれ、政治改革の課題が大きな位置を

(飽法 '12)44・4.277 (285) 
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占めている。それはキャメロンの「あいさつJを見れば、一目瞭然であ

る。

また、 3つのカットを提言しているが、その中で、誰にでも分かりやす

い提言は「国会議員の定数削減Jかもしれない。しかし、この政策の実現

は容易ではないかもしれない。ホワイトホールの領域のカットは、端的

に、特殊法人の見直しと廃止として示されている。それは政治のコストの

カットと述動しており、クワンゴゥの業務を民間に移すことは、保守党の

いう「大きな社会」の実現に連動している。保守党は、大きな国家に反対

しつつ、「大きな、共同する、社会Jを語い、単にクワンゴゥ国家を解体

するのではなく、クワンゴゥの仕事のうち必要なものについては、これを

「社会J的に行おうとするのである。保守的な意味での f社会」の憲法へ

の登場が予期される。後に次輩でのべるように、「社会」概念はイギリス

愈法の理解にとって不可欠な意義を持っており、その旗印を保守的に掲げ

ようとしているのではないだろうか。

ウエストミンスター改革提案については、一部修正されながら、連立政

権合意に取り込まれて、その一部は、第一年目の立法期に法案として提出

され、実現したものもある。これらは、労働党政権の憲法政策を部分的に

継承しているように思えるo

「市民的自由Jの箇所では、データペース(プライパシー保護)が多く

の行を坦めており、提案も具体的である。プレア/ブラウン政権で大きな

展開を見せた成文懲法化とか椀利章典議論は後最に退き、簡単に触れられ

るにとどまっている D だが、クワンゴゥ問題とは異なり、前政権の憲法改

革を反故にするという言葉はなく、これを前提として必要な限りで改善を

加えるという姿勢であるように思える。

(3)保守・自民連立政権合意 (2010年5月11日)(16) 

2010年の総選挙は、保守党が第一党になったとはいえ、過半数に届か

ず、 1920年代以来のハング・パーラメントをもたらした。ここでは、総選

(簡法 '12)44・4.278 (1286) 
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挙後、連立に合意した保守党と自由民主主義党の連立政権合意のうち、主

として、「市民的自由j、「政府の透明性J、「政治改革Jをやや詳細に紹介

しておく。この合意に沿って立法その他の政策が進められる可能性が高い

からである。(17)

「市民的自由」については、①自由法案 (aFreedom Bill)の提出、②ID

カード等の廃棄、③親の許可なく学校で子どもの指紋採取の禁止、④透明

性強化のため情報自由法の拡大、⑤DNAデータベースにおけるスコット

ランド・モデルの採用、⑥陪審裁判の擁護による歴史的自由の擁護、⑦反

テロ立法における権力濫用に対する保障措置の導入、⑧監視カメラの規制

の強化、⑨インターネット・イーメイル情報の正当な理由なき蓄積の停

止、⑩不要な新規犯罪の創設阻止のためのシステムの導入、⑪ECHRの下

での一切の義務を認めた上でのイギリス権利章典の制定のための調査委員

会の設置、が提案されている。

「政府の透明性Jについては、①公務員の職務の公開、高級公務員の給

与等の公開の各公的機関への要請、②制定法によるロビーイストの登録、

③特に大口の寄付の禁止を含む政党政治資金の制限について協議、④主要

な公的任命人事を審査する特別委員会の権限強化、⑤公的部門の内部告発

保護のための新たな提案、⑥25∞0ポンド以上の契約の全面公開、⑦地方
当局の議事その他のインターネットでの公開、その他が提案されている。

「政治改革Jについての項目は多岐に及ぶが、その主要なものは、①国

会の任期を5年に固定し、首相の解散には庶民院での55%以上の賛成が必

要とする立法を提案、②選択投票制の採用を前提とした選挙改革のための

レファレンダム法案の提案、③10%以上の選挙区有権者の補欠選挙開催請

願に基づき、重大な非行を犯したと認定された当該選挙区選出議員をリ

コールする権利を付与する法案を早期に提出、④大多数又はすべての議員

が比例代表制に基づく選挙で選出される上院の提案を行うための委員会の

設置、⑤庶民院改革のためのライト委員会答申の完全実施の提案(その手

(随法 '12)44・4.279 (287) 
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始めとして、まず平識員の職務運営委員会の設置、連立政権3年目での政

府の議事を検討するための庶民院議事運営委員会の設置を提案)、⑤ウエ

スト・ロージアン問題検討委員会の設置、⑥議員の経費濫用問題の解決を

目指して、 IPSAに議員の待遇について検討を依頼、⑦10万人以上の署名

による請願が国会で公式に審議されることを保証、⑧法案に対する国民の

声を反映するために、「国民意見表明説会 (publicreading stage) J法案を

提出、⑨政府の「特別アドバイザーjの制限、⑩ウエールズ、北アイルラ

ンドの政治改革事項、その他である。

最後に若干の補足をすれば、「ヨーロッパJの項では、「究極の主権が国

会にあることを明確にするための連合王国主権法の制定の可能性を検討す

る (examine)Jとして、最も弱い表現 (i検討J)ではあるが、保守党の

公約が記されているo

見てのとおり、連立合意によって、自由民主主義党への配慮が加わり、

憲法改革は保守党マニフェストより賑やかさを増している。小選挙区制を

維持するとの保守党マニフェストと異なり、「選択投票制Jの可否を問う

レファレンダムが合意されたり、固定任期制国会の法案化が合意されたり

している。前者は、レファレンダムの結果、既に否決されているが、後者

については、修正の上で、法律として成立しているo これは、総理大臣の

解散権に縛りをかけ、日本の学説で言うところの「自律解散権Jにも通じ

るような改革になるように思われる。(18)

三 イギリス憲法の20世紀

20世紀は、二度の世界大戦、冷戦と社会主義体制の成立と崩壊、植民地

の独立、完全雇用と大量失業、地球規模での競争・独占とこれに対抗する

世界的な市民の巡帯、総じて民主主義の進展と矛盾の世紀であり、地球規

模で社会的、経済的、政治的な変化をみた世紀であった。憲法に視点を移

(間法 '12)44・4.2印(12槌)
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せば、それはまた、根本的な憲法的変化の世紀でもあった。日本ではまさ

に20世紀の前半と後半とで、全く異なる原理の憲法が制定・機能してき

た。イギリスでも、 20世紀は絶え間ない愈法改革の世紀であった。 19世紀

末から20世紀初頭のイギリスでは、民主主義以前の時代のヴイクトリア期

の憲法が大きな影を落としていた。そこから民主的価値を包含するレベラ

ルな憲法(リベラル・デモクラシー=自由民主主義的な憲法)への移行が

あり、さらに自由民主主義的な愈法から憲法に社会的次元をもたらした社

会的民主主義憲法への部分的移行側、そして、サッチャーの新自由主義

憲法体制からニュー・レイパーの憲法改革へと移行して、 20世紀はほぼ幕

を下ろす。側この20世紀を通じて看取できるのは労働党の存在、労働党

のイニシアテイヴが少なくともサッチャー登場まで憲法の形成に大きな役

割を果たしている。一言で言えば、ケインズ主義と福祉国家の合意であ

る。保守党の政治もこれを前提にした。そして、サッチャ一政権も福祉予

算をその支配の閥、減らすどころか増やしているのであって、福祉「国

家」は解体されても、「福祉」の合意は解体できなかったのであった。

労働党の登場(1900年創設)とともに幕を開ける20世紀、イギリス憲法

の発展に関する限り、重大な論点の一つが、ヴイクトリア朝の愈法が、民

主的社会主義という形式の新たな政治イデオロギーの発展にいかにして適

応したのか、進歩的な社会的経済的変化を身上とする労働党にいかに適

応したのか、ということであることは間違いない。労働党は、(i )憲法

原理の境界を公的領域から私的領域にまで拡大し、(u )生産・配分・交

換の諸制度の多くの社会化を図ることで、公的領域の境界を拡大し、(出)

政府の意思決定への参加を促進する制度を、公式・非公式に、整備するこ

とによって、政府の意思決定 (decisionm紘泊g)への参加の境界を拡大す

ることを約束していた政党であった。 (21)

かくて、「社会的民主主義Jの実験にまで踏み込んだイギリス憲法の20

世紀史を概観することが本稿の課題の一つになる。

(臨法 '12)44・4.281 (1289) 
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(一)自由主義的憲法の時代

(1) 19世紀ヴイクトリア朝憲法概観

ヴァーノン・ボグダナーは、 20世紀におけるイギリス憲法の展開を検討

するための前提作業を行った論稿において、 19世紀後半から20世紀初頭に

かけてのイギリス憲法の様相を以下のように述べている。 (22)

パジヨットは『イギリス憲法j第二版を1872年に著したとき、ほほ疑い

なく、イギリス憲法はリベラル派にとって典型モデルだと書いていた。し

かし19世紀の末には、既にイギリス愈法への信頼が揺らぎ始めていた。ヘ

ンリィ・メインは、漸進的平和的にデモクラシーに向かうというウイッグ

の主張に理解を示しつつも、デモクラシーがその他の政治形態より勝って

いるという保証はないとも記していたのである。(お)

様々な攻撃にもかかわらず、ウイッグ/リベラル的なアプローチは、世

紀の転換点までは、依然として、イギリスの支配的な公共哲学であった。

リベラル派は、政治システムの病弊の治癒は、民主的な統治を制限するの

ではなく、その質を改善することにあると信じていた。彼らは男子普選と

女性選挙権の迅速な実現を求めたのであった。(制

20世紀初頭、保守派の心配にもかかわらず、大多数の教養ある人士は、

イギリスの不文憲法は、その柔軟性の故に、うまく機能していると考えて

いた。貴族院が、ロイド・ジョージの人民予算を否決して、自由党政権

が、制定法で貴族院の権限を制限せざるを得なくなるまでは、成文憲法を

作らなければなどと考える者は一人もいないといっていいほと'であった。

しかし、この頃から、不文憲法に在る暖昧きが問題になるようになるo そ

れは、例えば、民主制における国王の地位や役割についてであり側、あ

るいは、内閣の役割についてである。後者につき、 19世紀末には、内閣統

治の原則は、①連帯責任、②庶民院過半数、敷いては、選挙民に対する答

資性、③単一内閣制(連立内聞の例外性、暫定性)、④首相の指導性、で

あると言われていた。ところが、早くも20世紀始めにはこの4原則はそれ

(施法 '12)44・4.282 (1290) 
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ほど鮮明ではなくなってきている。(お)

国会についても、 19世紀末には、執行府への従属、多すぎる法案処理と

過密スケジュール、院内幹事の統制の強化(反比例的な議員個人の役割低

下)など、今日的現象として指摘される特徴を示していた。国会は帝国議

会でもあったわけで、 19世紀末には、大帝国をウエストミンスターから指

導することは困難を増していた。その上、アイルランドを筆頭に、連合王

国内部でさえ、自治を求めて、その支配を脱しようとする動きが増大して

いた。とはいえ、総体的にみれば、ウエストミンスターには負荷がかかり

過ぎているとの不満の声にもかかわらず、 20世紀初頭の中央政府は、 20世

紀末に比べれば、まだまだ、その役割は小さなものであったo (27) 

1900年には、イギリスは「代表民主制Jというにはほど速い状態であっ

た。選挙権は戸主に限られており、複数投票が帽を利かしていた。 1910年

総選挙で、少なくとも78選挙区で、勝利した政党の議席は、複数投票制の

お陰であったといわれている。 1918年以前は、投票権は、財産所有又は

大学卒業に伴う報酬のようなものであった。実際、イギリスは、 1914年に

は、男子普選ではない西欧で唯一つの国ということになっていた。(掛

1885年の小選挙区制の採用は、党機構、党執行部の権力を強化し、党内

の少数派を弱体化させることになった。倒しかも、小選挙区は、人工的

に区切りするものなので、代表からコミュニティ又は地域の代表という性

格を失わせることになった。とはいえ、 20世紀初頭は、まだまだいろいろ

な選挙制度の採用の可能性について、活発な議論が展開されていた。ポグ

ダナーは、「こうして、 20世紀は少々警告の声が挙げられたとはいえ、楽

観主義とともに始まった。jのであって、憲法に対する最後の合否判定が、

結局のところ、それはうまく機能しているか、という基準に他ならないと

すれば、 f20世紀の幕開け、イギリス憲法は、勝利の裡にこの試験に合格

していたように思われたのであった。Jと結んでいる。(羽)

(飽法・12)44・4.283 (1291) 
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(2) 19世紀ヴイクトリア朝憲法の本質

選挙制度と政党・国会の状況を中心に、 19世紀のイギリス憲法の本質を

批判的に概括しておこう。 1867年と1884年に選挙権の拡大があって、全国

政党が組織化されていったとはいえ、国会は、基本的にはなお、財産的利

益を代表し、これを保護するために存するものであった。選挙権は財産、

特に不動産所有を基本にして付与される特権(企'anchise)であった。上記

の選挙権拡大も、あくまでも「戸主Jであることが要件とされていた。 (31)

したがって、国会は、どうしても男性の財産的利益を保護することになっ

ていた。側

選挙権だけではない。被選挙権も、事実上は、財産を所有する男性に限

られていた。だから、戸主として投票権は得ても、男性労働者が個人の資

力で立候補することは実質上不可能であった。その結果構成される国会

を、ラスキは、「主要な行動原理をほぼ難なく了解している2グループに区

分された1個の政党に統治されている」と評し、この2派に分かれた単一政

党は、庶民院では、「貴族の子孫、旧家の構成員、法律家及ぴ実業家、そ

れに若干の教員・陸海軍人・医師・ジャーナリスト等々から構成されてい

る」と言己しているo (制

労働者がその声を国会に届けることは、この当時、資力・財力だけでな

く、法的にも不可能であった。オズボーン判決では、労働党の候補者を労

働組合が支援し、議員が国会で労組の見解を代表することは、ロック以来

の統治原理を侵害する公序 (publicpolicy)違反だと述べた上で、さらに、

「人民は、その財産の防壁としてその代表の選択を自らに留保しているの

であって、それ以外のためではありえない・.. . . Jと判示されてい

る。(制加えて、貴族院は、 1900年時点では庶民院と同等の権力を有して

おり、その構成も、 1958年に至るまで、司教と法官貴族を除いて、世襲貴

族だけで構成されていた。彼らは、実質的には、土地財産を中心とするエ

スタブリッシュメントの守護者として保守的であるとともに、実際圧倒的

(簡法 '12)44・4.2剖 (1292)
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に保守党に所属していた。まさに貴族院は保守の牙城であった。(制

(二)自由民主主義的愈法の時代

(1)男女普通選挙権の獲得と労働党の成長

① 男子普通選挙権の獲得

20世紀最初の憲法上の大変化は、この19世紀的ヴィクトリア朝の憲法か

らリベラルで民主的な憲法への移行にあったといえよう。この方向への最

も重要な歩みは、 1918年人民代表法 (Representationof People Act 1918) 

による男子普通選挙権の獲得であった。これによって、選挙権(市民たる

資格)と財産との関連は実質的に断ち切られた。もっとも、市民資格と

ジェンダーとの関連が終わるのはその10年後、男性と同じ条件で女性に選

挙権が拡大されたときである。 1918年法は、これ以外にも重要な改革を

行った。例えば、救貧受給者も投票権を得た(これなしには、後述するポ

プラ区事件も起きなかったかもしれない)。候補者に公的助成が初めて認

められたし、候補者個人が負うことができる選挙費用が著しく減額され

た。これらは、政治的平等者からなる社会、人民主権の形成に役立つもの

であった。他方、この時点では、複数投票制は残っていたし、選挙費用の

限度額も高額過ぎていて、「財産J(ヴイクトリア期憲法の主柱)は制度的

に生きていた。考えてみれば、今日も選挙費用の問題は、ヴイクトリア期

憲法の「財産Jの変形としてこれを見れば、解決されないどころか、民主

主義と人民主権の実現にとって、ますます大きな問題を提起しているとい

えよう。

② 階級代表政党の憲法的承認

自由党は19世紀末から20世紀初頭、既にウイッグという衣を脱ぎ捨て

て、福祉や教育、社会保険の構築、あるいは、アイルランド自治などに積

極的に関わる姿勢を示していた。実際、選挙で労働者の支持を得ることが

政権獲得に必須になっていたからである。しかし、奇しくもl卯O年に創設

された労働党の発展によって、また、直接には自由党の分裂が契機となっ

(飽法・12)44・4.お5(293) 
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て、自由党は支配的政党の座から転落していく。労働党は第一次世界大戦

の挙国一致内閣の経験を経て、戦間期には、少数内閣を2度組織するに至

る。(紛ここに至るには、「人民主権Jの個人主義レベルでの実現(個人の

選挙権、個人の市民的政治的権利)にとどまらない民主主義の一層の深化

が要求されていた。それは、具体的には、全ての階級とその利益もまた国

会に代表されて然るべきだとの合意の政治的・法的な実現であった。その

ためには階級の代表を排除しようとする障害が除去されねばならなかっ

た。障害の典型例が、まさに、労働組合が支援する候補者を国会から締め

出そうとする前記のオズボーン判決であった。このオズボーン判決とい

う障害もこの移行期に除かれることになった。 1913年労働組合法 (Trade

Union Act 1913)は労働党の財政を確保する規定を持っていたが、これが

なければ、労働者階級が議会に代表を確保するのは一層困難になっていた

であろう。 (3のさらに、 1913年労働組合法よって、労働組合は政治的目的

のために別個の基金を設立することが可能になったのである。(お)

(2)自由民主主義的な貴族院改革とイギリス憲法の重層性

財産に基づくヴイクトリア朝の憲法から自由民主主義的な憲法への移行

のこの時期、必ずしもすべての制度が人民代表原理に従ったわけではな

かった。例えば、既述のごとく、貴族院は、過去とのつながりとして残存

していて、しかも一定の現実的機能を果たしているのであって、これなど

は王制とともにイギリス憲法の「漸進J性の典型といえよう。ところで、

「漸進」という語は、重層的に残存し、機能するというだけでなく、変

化することも示唆している。その意味で、 1911年国会法 (ParliamentAct 

1911)は貴族院の権力を削減する重要な一歩、「変化Jであった。ここで

は、同法の改革内容ではなく、余り触れられない同法の序に注意をしてお

く。そこには、「現在の貴族院を、世襲ではなく民意に基づいて構成され

る第二院に代えることJが約束されていたのである口これを実現すべくこ

れまで幾度かの提案がなされてきたが、それは常に退けられてきた。ロイ

(龍法 '12)44・4.泊6(1294) 
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ド・ジョージが任命したプライス子爵を長とする委員会は、庶民院により

間接に選挙された議員が圧倒的多数を占める第二院の入念な案を提出し

た。(お)しかし、それは無に帰した。 1948年の労働党の穏健な提案(世襲

貴族+一代貴族で構成する貴族院)も、同様に、無に帰した。とはいえ、

1949年国会法とソルズペリー慣行制とによって、貴族院の権力がさらに

削がれたことは事実である。加えて、プレア/プラウン労働党政権は、世

襲貴族代表から議席を奪う改革を行った。さらに今日の保守・自由民主連

立政権の政策の行方(比例代表+任命制)が注目されるに至っている。

これらの一連の貴族院改革(廃止)の歴史的推移は極めて興味深くイギ

リス憲法の在り様をしめしているように思われるので、若干敷街しておく

ことにする。 1949年国会法は、もともとは、貴族院の法案遅延権を3会期

から2会期に、総計2年から1年に削減する法案であって、 1947年に労働党

政府により提出され、庶民院は通過したが、貴族院でストップしたので

あった。事態を打開するために超党派委員会が作られたが、成案を得るに

いたらず、労働党政権の4年目に至って、 1911年国会法を適用して、この

法案を成立させ、同法案は1949年国会法として成立したのである。この経

緯、即ち、超党派委員会が成案を得られず、しかも4年目の政権が、 1911

年法を使って、 1911年法を修正する法案を成立させるということに対し

て、当時、批判が加えられたが、しかし重要なことは、その後の1951年保

守党政権は、労働党の49年法を承認したということであるo この承認に

よって、貴族院の立法権限の削減は、当面の問、旧に復することができな

い憲法上の規範となったのである。実は、プレア/ブラウン労働党政権に

よる質族院改革の土台そのものを否定して、貴族の復権またはそれに類す

る完全任命制の第二院を構想することも可能ではあったが、 2010年総選挙

の保守党マニュフェストは、前政権の改革を前提として政策を提起して

いるように思えるo (41)つまり、ここでも旧に復することはない。まさに、

民意を問う総選挙を何度か経たうえで、漸進的に憲法規範が形成され、定

(施法 '12)44・4.287 (295) 
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着していく有様を見ることができるように思われるのである。

(3)新しい政治における効率と責任

ユーイングは、人民の主権の実現には、個々人の政治的平等の実現、階

級代表を含む代表制度の実現のとどまらず、第三の要素として、人民に責

任を負う責任政府という要素が不可欠であると言う。 (012)その例証として、

政党再編期(戦間期)の宙づり議会(ハング・パーラメント)での労働党

政権の顛末に加えて、(あるいは、戦間期の労働党政権が少数政権で十分

な責任を果たせなかったことも踏まえてであろうか)本格政権である1945

年労働党アトリー政権の在り様を総括して、大要、以下のように述べてい

る。

アトリーは、既に1930年代から、労働党左派(ベヴァンら)と対立し、

第二次大戦ではチャーチルの戦時速立内閣で副総理を積極的に勤めた。彼

は、戦間期から第二次大戦にかけて分裂していた労働党を戦後の総選挙の

勝利に向けて、左派の抵抗を排しつつ立て直したといわれる。とはいえ、

実際にはアトリー政権 (1945-1951)は、必要な限りで左派も受容しつ

つ、国有化、福祉国家建設の主要な仕事を成し遂げた政権でもあった。 (43)

そして、そのためには大量の立法が必要であり、抵抗する貴族院を排除し

つつ、その仕事を成し遂げるためには、国会の仕事の効率的な運営が彼

の第一義的国会改革の課題となった。まさにアトリー政権が腐心したこ

とは、「国会をより効率的な立法機関とするためにはどうしたらいいか」、

「代表を通じて表明された人民の意思をいかにしたら遅滞なく、しかも討

議と批判ができる合理的な対応を用意しつつ、実現できるか」、というこ

とであった。したがって、責任政府 (accountability)の問題はアトリー労

働党政権の6年間を通じて、遂に主たる問題意識には上らなかった。リベ

ラルな憲法への移行の時期を含めて、この第三の要素は、他の二つの要素

に比して実現の度合いが低かったことになろう。同)

ただ、その中で、その後大きな展開を見せる構想として、クリップスの

(飽法 '12)44・4.288 (1296) 
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「民主主義の現代化Jという小冊子を挙げておきたい。そこでは、国会の

非効率性とともに、政府与党の平議員たちの耐え難い退屈な政治生活をど

うにかすべきだという先見的な問題意識があった。クリップスは、国会は

精査の仕事を12の省庁別委員会を設置して行い、そこで予算の監督だけで

なく、行政の統制、さらに新たな立法の示唆(これを受けて、大臣と省庁

は必要な調査を行う)を行うべきだと提案したのである。さらに、クリッ

プスは、当時、形骸化していた国会による枢密院令(行政命令)のチェッ

クをこの12の委員会に担当させるべきことを提案していた。 (45)

言うまでもないことながら、これらの国会改革の提言は、庶民院特別委

員会制度として、あるいは、 2011年新連立政権下での平議員(パックベン

チャー)の議事運営委員会の設置となって、数十年の歳月を経て実現され

ていくことになるのである。 (46)ただし、「責任政府Jという理念的文脈の

下で、クリップスの国会改革の提案をみるときには、そこに国会に現実に

期待される役割についての変化があることに留意しなければならない。つ

まり、クリップスも、政府の庶民院に対する責任、庶民院による「行政統

制J、を強く意識していたことは疑いないだろうが、それが庶民院の統制

権の強化だけでなく、それを通して国民に責任を負う政府という理念の実

現の一環として各政党が意識するには、政治的経験の歳月がなお必要で

あったということである。イギリス憲法は、それを担う政治(具体的には

政党)の動態の蓄積の中で、歴史的に(忘れ去られることなく)実現され

ていくという特性を持っているように思える。

(三)社会的民主主義の懲法的承認を求めて

1970年代のイギリス憲法をいかに見るかは、実は、困難な課題である。

私は、この時代を「民主的コーポラリズムJと名付けて、その「終罵Jを

サッチャリズムの登場と対比して、論稿をまとめた覚えがある。 (47)そこ

では、確かに二つの問題が意識されていた。一つは、サッチャー主義によ

る福祉国家の解体の問題、「強い国家と自由な経済Jの問題であった。そ

(龍法・12)44・4.289 (1297) 
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しでもう一つは、「不満の冬Jともいわれた事態をもたらしてしまった労

働党とTUCの聞での「社会契約J、コーポラテイズム、しかし民主的なそ

れの破綻の問題であった。

しかし、この時代の経験をイギリスの現代憲法史(又は20世紀憲法史)

でいかに位置づけるかについては、「終駕Jと片付けられない別の問題が

あることに気付かされた。その不足を自省しつつ、ここでは、イギリス憲

法における社会的民主主義(又は、社会的)憲法の「終罵Jではなく、漸

進性、重層性、総じて歴史性という本稿の関心に沿う形で、この時期を簡

単にまとめてみたい。この試練の時期を「終駕Jとは見ずに、「社会」的

憲法の「挑戦」と位置づけるキース・ユーイングの言説は、この点で、私

の見方を一部補強し、一部批判するものであって、参考に値する。 (48)私

の旧稿での見方はリベラルではあろうし、同趣旨の研究者はイギリスでも

相当居ると思われる。他方、ユーイングの言説への共感者は、恐らくイギ

リス憲法学界ではそれほど多くはいないであろう。しかし、それゆえにこ

そ検討に値するのである。とりわけ、イギリス憲法の歴史性を批判的に眺

望しようとする身にとっては。

(1)ポプライズム (Poplarism)の挑戦一社会的民主主義憲法への序曲一

1918年人民代表法とともに、国会は、課税標準価値5ポンド以上の土地

家屋の男性賃借入及びその妻で30歳以上の女性全員に、地方選挙権を付与

した。さらに重要なのは、同法第9条によって、これまで救貧法の救済を

受けているために投票権を剥奪されてきた住民にも選挙権を付与したこと

であろう。この地方選挙権の拡大が、 1919年の地方選挙で、ロンドン・ポ

プラ区において、労働党の候補者たちが、 42議席中39議席を席巻して、従

来の支配集団の優位を打ち破る原動力になったことは疑いなし'0(49) 

1855年首都運営法 (Me廿opolisManagement Act 1855)によれば、地方

当局には、「彼らが適当と思料するJ給与及び賃金を支払う権限が与えら

れていた。ポプラ区議会 (Boardof Guardians of Poplar)は、この権限を

(随法 '12)44・4.2叩(1298)
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用いて、職員に公正な労働基準を導入して、男女ともに週4ポンドを支払

うことにした。この結果、会計監査人が、ポプラ区が支払うべき公正な地

方税額とみなす金額とポプラ区議会が現に支払った地方税額との聞に、総

額5，0∞ポンドの差額が生まれ、これをポプラ区議会議員たちが追徴され

る事態に立ち至った。(制

この追徴金の取消を求める請求が合議法廷になされたが、案の定、訴え

は退けられた。首席裁判官ヒューワット卿(LordHewart CJ.)は、以下

のように私法のエクイテイの原理を持ち出して、民主主義に歯止めをかけ

ようとした。 rr彼らが適当と思料するjという文言は、区議会が支払いた
いと思う額を支払う権限があると解されてはならない。区議会は、彼らを

選挙した区民のマジョリティだけでなく、地方税納付者全体に対しでも、

受託者の地位に置かれているのである。区議会議員たちは、この受託者の

側の人々の利益を犠牲にして、気前良く支払う権限はない。J(51)ところが、

この合議法廷判決は、控訴院で、アトキン裁判卿 (A止inL.J.)によって厳

しく退けられた。その理由は、私法上のエクイテイの信託法理を地方税納

入者に適用する先例はないということであり、合議法廷が有権者と議会と

の問に信託の関係があるかのように示唆したことは不注意の極みであり、

公法上の義務の問題は、公法の問題として論ずべきだということであっ

たo (52)この控訴院判決に対しては、今度は、監査人が上訴した。貴族院

は、合議法廷が採用した受託者の法理を民主主義のプロセスに対する抑制

原理として肯定したのであった。投票権も持っていない者たち(彼らは法

人であるのだから)の利益が、投票権を持っている人々が行おうとしてい

る道筋を決定することができるというわけである。アトキンソン卿(Lord

Atkinson)は、「当該地方団体の構成員以外の者によってなされた明確な

目的を持った基金の運用にあたる地方当局は、明確にビジネスライクなや

り方で、この人々への義務を履行する責任を負っている。この人々に対し

ては、地方当局は、ある種、他人の財産の受託者の地位にあるといえるの

(龍法 '12)44・4.291 (1299) 
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であるJ、と述べたのであった。この事件では、投票権を持たない地方税

納入者(この場合、具体的には法人がマイノリティになる)を保護するた

めに、裁判所が介入する必要があったとアトキンソンは考えたのであろ

う。(臼}興味深いのは政治の動向である。労働党のチェンパレン (Neville

Chamber1ain)保健担当相は、当該自治体との交渉を経て、この追徴金を

免除するという決定をしたのであった。この決定も訴訟になって、合議法

廷は、この大臣の決定を取り消してしまう。この問題は、結局、立法に

よって解決されるほかなく、時のチャーチルたちの政府は、 1927年会計監

査(地方当局)法 {Audit(Local Authorities) Act 1927)を制定して、一

方で、ロパーツ判決を覆すとともに(労働党系の自治体の政策実行を容易

にした)、他方で、 500ポンド以上の追徴金を求められた議員は即時公職を

失うと規定し、ただし、過去に追徴をされた者については、その責任を免

除するとしたのであった。(凶

このポプラ区事件とロパーツ判決は、自由民主主義的憲法から社会的民

主主義憲法(又は、社会的憲法)への移行期の大きな事件であった。憲法

は国家だけではなく、社会を視野に入れて構築されねばならないという問

題提起が、貧しい民衆たちの投票箱を通じてなされたのである。その背

後には、社会・経済の変化に伴って、政府が経済運営に大きな役割を呆た

すようになっていく現実があった。実際、この事件を見ると、あたかも、

ニュー・デイール立法とそれに立ち向かう裁判所といった合衆国の構図

を、 1920年代のロンドンに見ている感がする。

1980年以降、この社会的憲法はサッチャーらの手で大部分解体されてし

まった。それでもポプラ区事件を鳴矢として展開する社会的なるものを組

み込んだ憲法 (consti伽tion)が、 20世紀の少なく見積もっても40年以上の

問、イギリス憲法の第一の特徴としての地位を占めてきた事実は疑い得な

い。{聞この憲法の社会化は2つの方法で行われるという。その一つ、実体

的レベルでは、生産・分配・交換の諸手段の社会化によって、二つ目、手

(館法 '12)44・4.292 (1300) 
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続きレベルでは、社会的パートナーシップ (socialp紅白ership)の技術の

発展によって、行われるのである。

(2)公社 (publiccorporation)と社会的所有 (socialownership)の実験

第二次大戦後初めて、労働党は保守党を圧倒する議席を得て政権に就い

た。その終了時点で(1945-51)、国民経済の5分のlが公的所有の下に置

かれていた。{弱)保守党は固有化反対を掲げていたが、チャーチルが政権

に復帰して非固有にしたのは鉄鋼と道路建設産業だけであった。つまり、

固有化の手法は定着していったのである。 1970年代の労働党ウィルソン/

キャラハン政権の下で、固有化はさらに発展していった。 1974年のマニユ

フェストでは、造船業、造船機械、港湾、航空機及び航空エンジン産業、

製薬産業、道路保守・建設業、機械産業の公有化が謡われていた。 (57)し

かし、この固有化は、責任という面でも効率性という面でも、不十分なも

のであった。なぜなら、モリソン型と呼ばれるこの固有化は、経営者を大

臣が任命し、その経営に対して大臣が国会に対して責任を負うという「公

社j方式で進められたからである。それは、やがて、大きな政府、非効率

な経済のシンボルとして解体されてしまう。とはいえ、私は、今日の時点、

で回顧するとき、「公社jという方式の底にある発想自体を再評価しうる

余地があると思うことがある。なぜなら、それは、国家・政府は経営を間

接的にコントロールするのであって、すべてを政府に吸い上げるのではな

く、社会的カ能に生産の管理を委ねようとする思考につながり得るからで

ある。これをいかにして、効率性と勤労者の経営参加を踏まえて、政府の

責任の向上につなげていくかは、今も課題として提起されているように思

われる。

(3)民主的コーポラテイズムの実験一社会的民主主義憲法の手法としての一

社会的パートナーシップは、政府・労働党・労働組合の三者主義

(甘ip紅白m)、コーポラテイズム (corporatism) とも呼ばれる意思決定

の手法である。私は、旧稿では遺漏したが、実際、三者主義はイギリス

(開法 '12)44・4.293 (1301) 
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憲法に深く根を張っていて、少なくとも1915年の大蔵協定 (Treasury

Agreement 1915)にまで遡ることができると言える。このとき労組の指導

者たちは、戦時中、ストライキという武器を放棄して、争議の仲裁を受け

入れることを約束した。他方、政府契約を行う全業者は、賃金の減額のた

めに半熟練、未熟練工の採用を止めることや戦後に人を扇用するときは戦

前の従業員を優先的に雇用することなどを約束していた。(鎚}

第二次大戦後になると、この三者主義は制度化されて、憲法の次元に現

れるに至る。 1948年の賃金抑制交渉 (WageRestraint Bargain)がその走

りであるor交渉協定は、それ自体としては、立法の形をとっていなかっ
たが、イギリス経済の重要な側面を規制することに成功しており、それは

立法の形をとっていてもなしえないほどのことであって、実際、ある種の

超政府的立法と考えることもできる」ものであった。{間

三者主義はその後いろいろな形態をとりながら、意思決定過程に探く浸

透していく。社会契約の時期以前に、それは、マクミラン保守党政権によ

る1961年NEDC(Nationa1 Economic Development Council)の創設に制度

的表現を見ているのである。「政府、経営、労組が一緒になって、わが国

の経済パフォーマンスの改善のために共同して乗り出そうJ、これが1964

年の保守党の選挙マニュフェストであった。 NEDCは、 1992年、保守党に

よって廃止されたけれども、それまでの問、新たな意思決定の方式とし

て、また、参加を拡大させる方式として、幾度もの政権交代を乗り越えて

重要な位置を占めたのであった。

このように、「公社J方式ではなく、社会の基本的集団の同意を得なが

ら統治を進める、合意の社会的調達という意味での「社会」的憲法は、主

要政党の下で徐々に発展して、 1974年の労働党とTUCとの閥での「社会契

約 (socia1con仕act)Jでその絶頂に逮した。このとき、 TUCの側では、前

保守党ヒース政権下での労使関係法(Industria1Relations Act 1971)と価

格・所得政策に定められている団体交渉に対する法的制約を取り除きた

(飽法 '12)44・4.2倒(1302)
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かった。国会のほうでは、反インフレの処方婆が欲しかった。その結果、

生まれたのが、「社会契約Jだったのである。(側「社会契約Jは、 1974年2

月の総選挙の労働党マニュフェストでは、「労働党政権の新たな経済政策

の中心的特徴」と記され、同年10月の総選挙では、「このマニュフェスト

の中心に社会契約がある。社会契約は、賃金に関する約束だけではない。

否、それよりも、図の政策の全範囲をカバーするものである。それは、労

働党と労組とがその共通の目的を定める上で立脚すべき土台である。J、と

説明されたのであった。 (61)r社会契約」によって、労組運動指導者は前例
のない程度に継続的なベースで、意思決定過程に引き入れられた。当時、

組合指導者は、労働組合運動は史上経験がないほどの経済・政治・社会問

題への影響力を与えられたのであった。(飽)

この「社会契約jは、 1975年の白書 fインフレとの戦いjと報酬・課

徴金・補助金法案(百leRemuneration， Charges and Grants Bill)の提出以

後、特に、後者の法案はTUCとの合意の下で提案されたこともあって、法

の支配と国会主権に反するとして、国会両院で激しい攻撃を受けた。附

批判は、翌年1976年の予算の段階となると、一層厳しさを増した。タイム

ズ紙は、「史上初めて、予算は政府の活動であることを止め、政府と社会

の一部分(重要なマイノリティ)しか代表していない外部の団体との交渉

事項となった。現代世界で、政府が軍隊に統治されている国はありふれて

いるが、労組によって統治されている国は稀である。Jrこのコーポレイト
憲法は、プリテンの古き自由憲法に劣る、なぜなら、それはより自由でな

く、より民主的でないから。大蔵大臣というものは、社会のあらゆる部門

の見解や利益を考慮すべきものであろう。ヒーリー蔵相は成人有権者の代

表であり、我々には彼を選挙する機会が与えられていた。彼のすることに

反対のものもいるであろうが、彼は我々の民主的選択の結果なのである。

他方、レン・マレイ氏らは、組合員の代表であるに過ぎない。ヒーリーに

税金を決められるのは苦痛かもしれない。レン・マレィに決められるのは

(飽法 '12)44・4，295 (1303) 
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屈辱である。」刷)

国会保守党、保守的大マスコミの批判に裁判所からの批判が重なる。

例えば、 1975年雇用保護法について、ブラウンウイルキンソン裁判官

(Browne-Wilkinson J.)は、「団体交渉に個人の労働生活のすべてを委ねて

しまう、個々の労働者の契約権を同意なくして委任させるもので、「極め

て大きな権力であって、一々が土地の強制取得と同じほど大きな権力であ

る。Jと率直に述べているが、ここには、団結ではなく個人、労働ではな

く土地所有が判定の基準にされていることが一目瞭然である。(聞こうし

た司法的介入の結果、 ACASの長はやむなし同法の廃止を求める文書を

雇用担当大臣に提出した。

かくて、「社会契約」は、政財官マスコミの総攻撃を浴びた。それも、

前述の通り、憲法を根拠にして、であった。ユーイングは、「ここでは、

憲法というものは、社会の変化を反映し、これを伝達するだけでなく、こ

れを妨げるものとして機能するのかどうかが、問われてくる。もしそうだ

としたら、そこには憲法に固有の価値があって、それは極めて強力で、一

貫した成功裏の慣行によって適応できなければならないことになる。マ

ニユフェストを提起して選挙で勝利して多数を形成するだけでは不十分で

ある。もう一つの制約がある。Jと問題を提起している。続いて、ユーイ

ングは、その憲法的意義の大きさにもかかわらず、奇妙なことに、労働党

とTUCの聞での社会契約が公法学者の注意を引くことは少なかったと言

う。その限りでは私も多数派の一員として、注意をしなかった事実にそう

負い目を感じないでよいのかもしれないが、しかし、この経験を歴史的に

十分に総括するのはそう容易ではないように思える。実際、この70年代

の統治の実験が、たった今述べたように、自由民主主義的な憲法構造の中

に、又はそれとともに、いかにしてイギリス憲法(大石の説く「憲法体

制J)適合的に組み込まれるのか、この間への回答は今もなお困難なまま

である価}。

(飽法 '12)44・4.296 (1304) 
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とはいえ、この「実験」は、イギリスのみが孤立して行っていたわけで

はない。「ドイツ社会民主党政権は、プラントとシュミットの下で、これ

が生産、収入、生活水準を拡大するのに合意を獲得する良い方法であるこ

とを既に立証している。Jのである。 (67)

さらにまた、労働組合がその後、意思決定において全く影響力がなく

なったとも言えない。サッチャー/メージャー時代であっても、限定的な

形で、三者主義は生き残っていたのだし、 1997年プレアの政権獲得以降

は、 TUCと労働組合は権力の中枢への参入を認められてもいるのである。

例えば、労組の委員長がイングランド銀行の総裁を勤め、最低賃金委員会

にも労組の代表が参加している。つまり、「社会Jという地層又は引出し

がイギリス憲法という箪笥には幾っか組み入れられているのである。既に

示唆したように、問題はその先にある。

(4)小括

本稿は、サッチャー/メージャー政権が登場する前で、とりあえず、稿

を閉じる。少なくとも、当初の課題の幾許かへの回答の示唆はできたよう

に思うからである。サッチャー以降の時代は、「不満の冬Jに行き着いて

しまった早咲きの「社会的」憲法からの撤退、新自由主義的な市場主義と

その修正版 (i第三の道J)に則った憲法改革の時代であった。

しかし、例えば、自由民主主義的な憲法の原理を発展させる方向での

制度改革として、大臣と省庁の議会に対する責任を強化するためのサッ

チャ一政権初発の1979年の「特別委員会制度J(Select Committee)の導

入など、実は、それ一色ではない。

また、プレア政権は周知のように大規模な憲法改革に乗り出した。それ

らは、貴族院改革、政党資金改革、小選挙区制に代わるより比例的な選挙

制度の実験、スコットランドとウエールズへの分権、直接公選の地域議会

に関する国民投票の是非、ヨーロッパ人権条約の園内法化、情報自由法の

制定、北アイルランドの政治決着の促進等などであるo 制}このプレアの
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憲法政策は、本稿の考察対象である70年代までの労働党政権の憲法改革と

明確に異なっているo しかし、他方、この政策は、憲法史に深く根ざして

いるものでもある。例えば、選挙制度改革について言えば、 1918年人民代

表法には、庶民院議員のうち100名を比例代表で選出する計画を用意する

ためのコミッショナーの選任を予定する条項が存していた。貴族院改革提

案も、地方分権提案も、歴史的な課題なのである。例えば貴族院改革を求

める庶民院の決議は、既に、 1918、1945、1969年と続けて挙げられてい

る。(側ヴイクトリア朝の憲法の地層は今なおイギリス憲法の基底に厳然

と生き残っている。それをモダナイズすることも、 20世紀末のプレア政権

の課題であった。「未完のプロジェクトの完成」は、その他の図の愈法以

上に、イギリス憲法にとっては、不断の課題であるといえよう。そして、

それは総選挙でマニフェストを提示して国民の信を得た政党によって、現

実の課題解決というプラグマティックなポリシーを介して、実現されてい

くのである。ときには、裁判所のコモン・ロー的判決(いわゆる個人、自

由、とりわけ財産の法としての)を覆すべしときには、これを一層推進

すベく、政治が、主として立法によって、判決に対決し、あるいは、応答

する。その意味で、究極的に、憲法は政治の法である。

その歴史的な過程の蓄積は、大局的に見れば、本稿で区分したように、

ヴイクトリア憲法から自由主義憲法へ、次いで、自由民主主義的憲法から

社会的又は社会的民主主義憲法へという大きな展開を見せる。もちろん、

ヴイクトリア朝の憲法のきれいな清算の後に自由主義的憲法が来るわけで

はない。現に在る憲法は、大なり小なり地層化されて、我らの眼前に、又

は我らから密かに、在る。

結ぴにかえて;重層としてのイギリス憲法

「いかなる国でも現代政治に対する過去の歴史の影響は強く見られるo
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それが特にあてはまるように思われるのがイギリスである。他の先進諸国

の政治と比較した場合のイギリス政治の大きな特徴は、その安定性と継続

性である。J(70) 

イギリス憲法は不文(非成典)悲法である。その特質は、政権交代が

「この国の形を変えるJ国といえるであろう。それがウエストミンスター・

モデルである。そして、政権交代を通じて、または、政権交代にもかかわ

らず、引き継がれていけば、その新たなシステムはこの図の憲法の一部に

昇華することになるo 固有化「政策Jは40年以上維持発展させられて、規

範としての硬性さを示して、この国の国家構造 (constitution)となった

し、その経験は今も蓄積されている。総選挙による国民の合意を土台にし

て、政党問での合意が成り立ち、継続することによって、既成の合意され

た事実は規範化する。ここでは、四つのイギリス憲法を見る視点を列記し

て、稿を閉じることにする。①「合意Jによる憲法、②「政権交代Jによ

る憲法発展、③社会的なるものと連携する憲法、④梅川らがいうところの

「継続Jの帰結としての憲法。ただし、④については、イギリス憲法は、

常に矛盾と対抗の統一体として存在していることを付加しなければならな

い。ヴィクトリア朝の憲法、近代的憲法、社会的民主主義憲法が、憲法の

引き出しに収まっている。それらは互いに矛盾しあいながら、先に記した

ように、プラグマティックな政治選択を介して、ダイナミックな統一を保

ちつつ、前に進んでいるのである。

( 1 )アト・ランダムではあるが、全くの滅茶苦茶な選好でもなさそうである。

例えば、中村政則『戦後史jに見られる緒方法の検討と「貫職史Jという方法
の提示などを見られたい。中村政則『戦後史j岩波書応、 2∞5年、 5-6頁。
(2)長谷川正安『昭和憲法史j岩渡世庖、 1961年、出・iv頁。

( 3) r対論J極口陽一編 f講座憲法学4権利の保障 (2)J日本評論社、 1994年、
276頁以下。

(4)大石真『日本態法史J3-8頁、有斐閥、第2版、 2∞5年。
(5 )平野武『明治憲法制定とその周辺j晃洋書房、 2∞4年、第一章、特にl頁、
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19頁。

(6)倉持孝司 fイギリスにおける市民的自由の法構造j日本評論社、 2∞1年、 5
頁、 11頁。

(7)倉持孝司・向上番7頁。
(8)倉持孝司、向上書259頁。

( 9) A W Bradley & Keith Ewing， Constitutional and Administrative Laω31・3(15白
ed.， London， Longman， 2011). 

(10) Bradley， Id.， at31. 
(11) J W F Allison， The EtlglisJz Historical Constitution: Continuity， CJzange and 
European既日ec伝5，7，16，237(Cambridge U P， 2∞7). 
(12) Bradley， supra no旬9，at31. 
(13)歴年の各党の総選挙マニュフェストは、以下のように出版されている。

lain Dale ed， with an introduction by Alistair B. Cooke， Conservative Party 

General Election Man俳stos，190仏1997(London， Routledge， 2000). 
lain Dale ed， wi血anintroduction by Dennis Kavanagh， Labour Pa吻 General

Election Man俳stos，1900-1997 (London， Routledge， 2∞0). 
lain Dale ed， with an introduction by Duncan Brack， Liberal Party General 

Election Man俳stos，190仏1997(London， Routledge， 2∞0) . 
また、戦後の総選挙マニュフェストについては、現在では、以下のイン

ターネット・ホームページで入手することができる (BritishParty Election 

mannestos since 1945; h句:/ハ7IWW.politicsresources.net/area/uk/man.h回)。本

稿は、 2010年総選挙を紹介したので、前出の資料集ではなく、上記のインター

ネット及び保守、労働、自由民主主義党(自民党)のホームページからマニュ

フェストを入手している。

(14) h句://www.labo町~org.此/manñesto.

(15) h句://www.conservative.com. 

(16) Cabinet Office， 1ne Coalition: our programme for government， May 2010. 
(17)これらの諸点については、参照、国立国会図書館及び立法考査局「特集:

英聞の政治システムとその変容JrレファレンスJ731号、 2011年11月号。ここ
では、ウエストミンスター・モデルについて、斎藤憲司「英国型政治制度はな

ぜ普及したか」、高安健将「助摘するウエストミンスター・モデル?J、問中嘉
彦「英国の貴族院改革」等、連立政権初発の法と政治の現状が歴史的総括も含

めて検討されている。

(18)任期固定制については、参照、田中高彦「英国における内聞の機能と補佐

機関JrレファレンスJ、同上替、 135頁。
(19)ユーイングは「社会的憲法 (socialconstitution) Jと呼ぶ。彼独自の憲法思
想に基づく言葉遣いである。私は、社会民主主義又は社会的民主主義と呼ぶこ

とにする。社会民主主義という語が既に歴史的に一定の意味内容を持ってい

ることを考臆すれば、ユーイングの呼称、又は、社会的民主主義の語の方が適

(開法 '12)44・4.3∞(1308) 



f戦後」イギリス憲法史覚書

切かもしれない。瓦 D.Ewing，勺bePolitics of the British Consti加tion"[2αlO] 

Public Law 405. 

(20)ここでいう「憲法Jは、大石が説くところの「愈法体制Jを合意している。
それは、大石が説く意味に加えて、イギリスにそもそも成文憲法典がないこと

の言わずもがなの結果でもある。

(21) K. D. E凶ng，抑~pranote 19， at 405-6. 

(22) V. Bogdanor， In加 duction，V. Bogdanor ed.. 1ne Brit:幼 Constitutionin the 

Twenties Century 1・28，Oxford U. P.， 2∞3. 
(23) Bogdano巳Id.，at 1・2.

(24) Bogdanor， Id.， at 4. 

(25) Bogdanor， Id.， at 5-6. 

(26) J. Morley， J均Ipole154るo(London， Macmillan， 1889)， cited企omBogdanor. 
Id.， at 9.しかし、ポグダナーは、④も含めて、 20世紀末、サッチャ一政権も、
②が失われると首相の主導性が失われて、失脚したという。即ち、 4つの原則

は揺らぎつつも失われてはいないことになる。

(幻)Bogdanor， Id.， at 15， 1与.22.
(28) Bogdanor， Id.， at 23. 

(29)横越英ーのω年代の研究は、この時期を論じて圧巻である。横越英一、『近
代政党史研究j第八章「政党組織の発展J、勤草書房、 1960年。
(30) Bogdanor， supra note 22， at.25-8. 

(31) r戸主Jは、メイトランドによれば、歴史を通じて、投票権のための資格
であったし、当時もそうであった。F.W. Maitl卸 d，1neαnstitutionalHistoηo[ 
England 352 (H. A L Fisher ed.， Cambridge U. P.， 1920). 

(32) r男性のみが国会への代表の選出に参加できる資格があるというのは、この
国の不文の憲法の原則」であった。 (Nainlv. St Andrews University， [1907]15 S. 

L. T. 473) 

(33) H. J. Laski， Rejlections on the Constitution 2ι7 (Manchester U. P.， 1951). 
(34) Per Lord Show of Dunfermline， Amalgamated Society o[ Railway Se仰antsv. 

Osborne， [1910] A C. 87， at 113. 
(35)悶みに、 1906年自由党政権下の貴族院は、自由党88、保守党355、リベラ

ル・ユニオニスト124であった。この状況の中で、 1911年国会法の制定につな

がる政治危機が生じる。P.Dorey & A Kelso， House o[ Lords Reform Since 1911， 

at 11 (Pa1grave Macmillan， 2011). 
(36)マクドナルド(第一次)内閣(1924年1月一10月)、マクドナルド(第二次)

内閲(1929-29年)。歴代首相一覧は、参照、 JII北稔編、 fイギリス史j、山川
出版社、 1998年、 36頁。

(37)当時、労働党は労組と社会主義団体だけの加盟で成り立っていて、個人加

入が可能になるには、 1918年のいわゆるウエップ綱領まで待たねばならなかっ

た。 H.pelling & A J. Reid. A Short Histo.ηo[ the Labour Party 43，併 ed.，I991.ベ
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リング著、小川喜一訳『イギリス労働党の歴史j、日本評論社、 1967年、 75頁。

(38)同法はその但し書きにおいて、個人の政治献金義務の免除を労組が認める

ょう要求していた。これは重要とはいえ、前例のない「団結しない自由Jの権
利の承認であった (E叫ng，supra note 19， at 410)。集団と個人の境界線の線引
きの問題は、実は、綿々と続いている憲法問題である。例えば、サッチャ一時

代には、スト権確立には全組合員の投票とその過半数の賛成が必要であると法

により定められた。この問題は、団結禁止にまで遡る本質的な憲法問題である。

集団と個人の「対立Jと「矛盾Jも歴史の中で「連続Jする。
(39)詳しくは、最新の研究成果として、参照、 Dorey& KeIso， supra no恰 35，at 
33-9. 

(40)ソルズペリー慣行とは、労働党が選挙マニユフェストで公約した法律につ

いては、貴族院は国民の支持があったとみなして、これに反対しないが、マ

ニュフェストにない政策については、賛否につき、完全なフリーハンドを有

するとする。 1964年、貴族院の保守党リーダーであったソルズペリー卿(血e

5th Marquess Salisbury}が貴族院で述べた演説が始まり。 Dorey& Kelso， 

supra note 34， at 64; Robert Shepherd， Salisbury 肝 marquessof (官obberty')

in Ramsden ed.， The Qφrd Comμn;on to Twentieth-Century British Politics 576 
(Oxford U. P.， 2∞12). 
(41)前掲 (35)のDorey& KeIsoの仕事に加えて、最新の貴践院改革関連の動向
については、田中嘉彦・前掲(17)論文が優れている。

(42) E叫ng，supra note 19，剖410.
(43)アトリーの政治的軌跡については、参照、梅川正美・阪野智一・力久昌幸

編著、『イギリス戦後政治史j、ミネルヴァ書房、 2010年、 17頁以下(梅津費執

筆)0 Ramsden， supra note 40， at 32-4 (written by Patrick Renshaw) . 

(44) E桶ng，suprano包19，at411. 
(45) S. Cripps， Democracy Up-to・Date77 (G. AlIen & Unwin， 1940). 
(46)周知のように、特別委員会制度が放置されるのは、 40年後の1979年のこと

である。奥村牧人「英国下院の議事日程改革ーパックペンチ議事委貝会の設置

を中心に-Jrレファレンスj、前掲(17)書、 103頁。
(47)元山健「サッチャー主義覚え骨き一社会民主主義的コーポラテイズムの終

穏ーJ、『奈良教育大学紀要j第34巻1号、 43頁以下。
(48) E'叫ng，supra note 19， at 417.本稿は冒頭及び「付記Jで述べているように、
私にとっての同時代史をイギリス「戦後」愈法史としてまとめてみたいという

問題意識から出発している。この作業を進める中で、既に11年前に書かれた本

論文を再読して、 70年代のイギリス政治・愈法史の位置づけの難しさ、興味深

さを改めて教えられた。本稿での「社会J的なるものへの言及は、ユーイング
の本論文に教えられるところが多かった。

(49)以下の論述は、上記のユーイング論文及び下記のプランソンの著作に負

うところである。 N.Branson， Pop伯尚m，1919-1925: George Lansbury and the 
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Councillors' Revolt (London， Lawrence and Wishart， 1979). 

(50) Br溜Ison，Id.， at 204-210. 

(51) R. v. Roberぉ，ex p. SCU" [1924] 1 K. B. 514 at 522). 

(52) [1924] 2 K. B. 695 at 726. 

(53) Roberts v. Hopwood [1925] A C. 578 at 594-596. Branson， supra note 49， at 217. 

(54) Branson， supra note 49， at 221.この「序曲jを終えるにあたって、ポプラ区

事件の歴史的評価の転回を記しておこう。プランソンによれば、ショーター・

オックスフォード・ディクショナリイ (ShorterOxford Dictionary)における

本件の定義は、fI919年頃、区評議会が気前良く又は途方もない規模で、貧民

のために救貧院外で行った救済、及びその後の地方税納税者に対して重い負担

を課す類似の政策Jであった。この定義は、やがて、「寛大な又は(言われて
いるところでは)途方もない院外救済を行う政策であって、 1919年又はその後、

ポプラ区評議会が実施したような政策Jと変わったという。ここには、重税=
地方税負担というー句はもう見えない。

(55) l.abour Party， Let Us l助成 Together(1974).総選挙マニュフェストについて

は、前掲(13)の諸資料を参照されたい。

(56)固有化は、イングランド銀行、民間航空、電信、石炭、鉄道、長距離運送、

電気、ガス、鉄鋼に及んだ。参照、梅川他、前掲 (43)書、 20頁以下。

(57)ピーター・クラーク著、西沢保他訳 fイギリス現代史1900-2∞OJ名古屋
大学出版会、 2∞4年、 215頁。梅JlI他、前掲 (43)書、 20頁以下。
(58) Ewing， supra note 19， at 419.ピーター・クラーク、向上 (57)訳書、 71-2

頁。

(59) S. H. Beer， Modern British Politics: A S仰の01Parties and Pressure Groups 130 
(Faber and Fabeに1969).

(60)この間の経緯については、梅川他、前掲 (43)t!H23頁。
(61) Labour Party， Britain Will Win With Labouη1974. 

(62) Ewing， supra note 19， at 422. 

(63)白書は、 ηteAttack on Inflation (Cmnd. 6151， 1975).後者の法案は、 1975年

法として成立した。

(64) The Times， April 7， 1976. 

(65) Powlり v.ACA幻 1978]1. C. R 123 at 135. ACAS (A，制ωry，Conciliation and 

Arb加ョtionService)は1896年に設置されていて、その後、制定法上のシステム

になる。サッチャ一政梅期には役割を縮減されるが、それでも存続し、プレア

政権期に機能を新たに強化されて今日に至っている (www.acas.org.uk)0 1975 

年原用保護法は、このACASの勧告に従って、原用者に対して団体交渉のため

に労組を承認すべきことを求める。

(66) Ewing， supra note 19， at 426. ユーイングにとって「もう一つの制約Jとは、
財産の法であるコモン・ローを振りかざして、「法Jの装いで「政治」に介入
する裁判官政治のことである。しかし、私には、既にタイムズ紙の批判にもあ

(由法・12)44・4.303 (311) 



論説

るように、裁判官のACAS事件での強気な姿勢の背後には、議会制民主主義論、

国民代表論など、イギリス溜法の自由民主主義的内容が控えていると思える。

これはなかなか困難なテーマである。

(67) Labour P訂 ty，The Labour陶y必theBetter 陥~ (1979). 
(68) Labour P訂臥NewLabo似・BecaωeBritain Deserves Better (1997). 
(69) Dorey & Kelso， supra note 35， at 39，64，135.ドーレイらの研究は、自由党に
よる1911年国会法以降の労働党が貴族院改革の具体案の提示で動揺を続けつ

つ、改革に至っていることを論証して興味深い。

(70)梅川他、前掲 (43)書、 1頁。

(完)

(付記)20日年度特別研究員(囲内)として研究に専念する貴重な機会を与えてく

れた法学部教授会に感謝したい。その研究課題は一言で言えば、現代イギリス織法

の研究であるが、具体的には、「戦後Jのイギリス溜法史の研究を企図している。
本稿はその序論である。

(間法 '12)44・4.304 (1312) 


